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経年劣化技術評価と長期施設管理方針について 

 

１．はじめに 

本資料は、規則類の改正に伴い、2020 年 9 月 4 日に変更認可申請を行った保安規定の

加工施設における経年劣化技術評価と長期施設管理方針の内容及び保安規定審査基準へ

の適合について、説明するものである。 

 

２．加工施設における経年劣化技術評価と長期施設管理方針の内容 

2020 年 4 月の改正前の「核燃料物質の加工の事業に関する規則」第七条の八の二（加

工施設の定期的な評価）に規定された加工施設の経年劣化に関する技術的な評価につい

ては、「加工施設における保安規定の審査基準の制定について」（平成 25 年 11 月 27 日、

原管研発第 1311274 号、原子力規制委員会決定）において、「加工施設及び再処理施設の

高経年化対策に関する基本的考え方について」（平成 20・05・14 原院第 2 号、平成 20 年

5 月 19 日）を参考として実施することが要求されていることから、これに基づき評価を

実施するための手順及び体制を社内規定に定め、具体的な評価を実施してきた。 

平成 16 年に経年変化に関する技術的な評価に係る活動に着手し、平成 17 年 3 月にと

りまとめ、平成 21 年 4 月に経年変化に関する技術的な評価及び長期保全計画をまとめた

「加工施設の高経年化対策に関する報告書(補正版)」を原子力安全・保安院へ提出した。

また、平成 27 年 3 月に、経年変化に関する技術的な評価及び長期保全計画について 10

年を超えない期間ごとの再評価を実施している。 

（別紙１ 定期的な評価（経年変化に関する技術的な評価結果）の評価結果について（概

要版）を参照。） 

 

３．経年劣化技術評価と長期施設管理方針に係る保安規定変更案 

  改正された保安規定審査基準の加工施設の施設管理に関する事項に従い、変更する経

年劣化技術評価及び長期施設管理方針に係る保安規定案を下記に示す。 
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表１ 加工施設における保安規定の審査基準（加工施設の施設管理）   

加工施設における保安規定の審査基準 
（加工施設の施設管理） 

保安規定変更案＊1 備 考 

２． 加工施設の経年劣化に係る技術的な評価に関
することについては、「加工施設及び再処理施
設の高経年化対策に関する基本的考え方」（平
成 20 ・ 05 ・ 14 原院第２号（平成２０年
５月１９日原子力安 全・保安院制定））等を参
考とし、加工規則第７条の４の２に規定され
た加工施設の経年劣化に関する技術的な評価
を実施するための手順及び体制を定め、当該
評価を定期的に実施することが定められてい
ること。 

（保全計画の策定）（加工施設の経年劣化に関する技術的な評価及び長期施設管理
方針） 
第 62 条の７ 第 67 条の３ （４）担当課長は，「加工施設及び再処理施設の高経
年化対策に関する基本的考え方」等を参考とし，10 年を超えない期間毎に， 加工
施設の経年変化に関する技術的な評価（ 以下「高経年化に関する技術評価」とい
う。）を実施し，施設の保全のために実施すべき措置に関する 10 年間の長期施設管
理方針（加工施設の保全のために実施すべき措置に関する 10 年間の計画）を策定
する。また、担当課長は、高経年化に関する技術評価を行うために設定した条件又
は評価方法を変更する場合は、当該評価の見直しを行う。 
なお，高経年化に関する技術評価とは，加工施設について，その構成する建物・構
築物及び設備・機器のうち安全機能を有するものについて，工学的に想定される経
年変化事象の影響を分析し，その建物・構築物及び設備・機器に施されている現状
の保全活動が，その経年変化事象の顕在化による建物・構築物及び設備・機器の機
能喪失を未然に防止できるかどうかの評価を行うことをいう。 
２．加工施設の長期施設管理方針は添付３に示すものとする。 

・第 67 条の 3（加工施
設の経年劣化に関す
る技術的な評価及び
長期施設管理方針）
に加工施設の経年変
化に関する技術的な
評価を実施し，施設
の保全のために実施
すべき措置に関する
10 年間の長期施設管
理方針を策定する旨
を定める。 

３． 事業を開始した日以後２０年を経過した加工
施設については、長期施設管理方針が定めら
れていること。 

４． 加工規則第８条第１項第１６号に掲げる加工
施設の施設管理に関することを変更しようと
する場合（加工規則第７条の４の２第１項若
しくは第２項の規定により長期施設管理方針
を策定し、又は同条第３項の規定により長期
施設管理方針を変更しようとする場合に限
る。）は、申請書に加工規則第７条の４の２第
１項若しくは第２項の評価の結果又は第３項
の見直しの結果を記載した書類（以下「技術評
価書」という。）が添付されていること。 

（保安規定の添付 3 に長期施設管理方針を明記する。） 

・保安規定の添付３に
長期保全施設管理方
針を明記する。 

５． 長期施設管理方針及び技術評価書の内容は、
「加工施設及び再処理施設の高経年化対策に
関する基本的考え方」等を参考として記載さ
れていること。 

（保全計画の策定）（加工施設の経年劣化に関する技術的な評価及び長期施設管理
方針） 
第 62 条の７第 67 条の３ （４）担当課長は，「加工施設及び再処理施設の高経年
化対策に関する基本的考え方」等を参考とし，10 年を超えない期間毎に， 加工施
設の経年変化に関する技術的な評価（ 以下「高経年化に関する技術評価」という。）
を実施し，施設の保全のために実施すべき措置に関する 10 年間の長期施設管理方
針（加工施設の保全のために実施すべき措置に関する 10 年間の計画）を策定する。
また、担当課長は、高経年化に関する技術評価を行うために設定した条件又は評価
方法を変更する場合は、当該評価の見直しを行う。【中略】 

・第 67 条の 3（加工施
設の経年劣化に関す
る技術的な評価及び
長期施設管理方針）
に「加工施設及び再
処理施設の高経年化
対策に関する基本的
考え方」等を参考に
する旨を定める。 

*1：今回申請における変更箇所を赤色アンダーラインで示す。補正申請箇所を青色アンダーラインで示す。 
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加工施設の定期的な評価(経年変化に関する技術的な評価)の評価結果について（概要版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． はじめに 

 

三菱原子燃料株式会社（以下、当社）は、昭和４６年１２月に設立され、昭和４７年１月に核燃料物質の加工事

業の許可を取得している。加工施設を構成する建物、設備・機器等は操業以来使用しているものが多数存在し、運

転開始後４３年を経過しようとしている。 

これまで、加工施設の安全を確保するために、保守管理における機器等の保全活動として、自主点検や予防保全

活動等の自主保全に取り組むほか、電気事業法、各種法令に基づく検査、点検を実施し、加工施設の設計及び工事

の方法の技術上の基準に関する規則等への適合が確認されているとともに、これらを通じて良好な安全運転の実施

を積み重ねている状況にある。 

また、平成２１年４月に報告した高経年化評価結果に基づいて策定した１０年間の長期保全計画にしたがって必

要な保全活動を実施してきた。 

本報告書は、長期保全計画に基づいた保全活動の結果を踏まえた上で、これまでの１０年間の加工施設を構成す

る建物、設備・機器、構築物等に対して経年変化事象に関する技術評価を実施するとともに、高経年化の観点から

現状の保全を充実する新たな保全策を抽出し、それらを平成２７年以降、１０年間の長期保全計画として取り纏め

たものである。 

 

２． 高経年化評価の実施体制 

 

高経年化に関する技術評価及び長期保全計画の策定は、核燃料物質の加工の事業に関する規則第 7 条の２の２（品

質保証）に基づき、当社が保安活動の継続的改善を推進するために JEAC4111-2009「原子力発電所における安全の

ための品質保証規程」の要求事項に従って定めた品質保証計画書（「SQAM 保安品質保証計画書」）に基づき実施し

た。保安品質保証計画書では、保安活動を推進するための組織（保安管理組織図）、保安活動の計画、実施、評価及

び改善に関する事項及びその文書化を定めている。 

高経年化に関する技術評価の実施及び長期保全計画の策定に当たっては、社長が定めた保安管理組織図に基づき、

加工施設の保守に関する保安の業務を統括する施設技術部長を実施責任者とし、保守の業務を管理する設備技術課

長及び施設技術課長により（図 1.高経年化評価体制図参照）、保安品質保証計画書及び保安品質標準書に基づき、実

施計画書を作成するとともに高経年化評価実施要領書に従って設備の調査・評価を実施した。 

 

３．高経年化評価実施 

３．１ 高経年化評価対象 

 

高経年化評価を実施するにあたり、本報告書に記載する評価対象 

としては、以下に掲げる（１）～（６）までのいずれかに該当 

するものとした。 

（１） ウランを非密封で大量に取り扱う設備・機器。 

（２）ウランを限定された区域に閉じ込めるための設備・機器。 

（３）臨界安全上核的制限値のある設備・機器及び当該制限値を維持す 

るために必要な設備・機器。 

（４）火災・爆発等の防止上、可燃性ガスを取り扱う設備及び熱的制限 

値のある設備・機器及び当該制限値を維持するために必要な設備 

・機器。 

（５）非常用電源等であって、その機能喪失によりウラン加工施設の安 

全性が著しく損なわれるおそれのある系統及び設備・機器。 

（６）上記（１）～（５）の設備・機器が設置されている建物・ 

構築物。 

３．２ 高経年化評価 

 

    高経年化評価の基本的な流れを図 2 に示す。 

 

図２ 高経年化評価の基本的な流れ 

 

図１．高経年化評価体制図 

別紙１ 
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加工施設の定期的な評価(経年変化に関する技術的な評価)の評価結果（概要版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．３ 想定される経年変化事象の評価 

 

建物、機械設備、電気計装設備及び付帯設備について、現状の保全の実施状況、前回策定した長期保全計画の 

実施結果（肉厚測定等）及び今回実施した調査結果並びにこれまでの運転経験、補修実績等から評価すべき部位 

の想定される経年変化事象の進展状況について評価を行い、今後１０年間の安全機能の維持の評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 建物、機械設備（構造物を含む）及び電気・計装設備の調査結果（例） 

３．４ 現状保全の妥当性の評価 

 

建物、設備・機器、電気計装設備及び付帯設備についての各設備・機器毎に抽出された評価すべき部位の想

定される経年変化事象に対して、今後１０年間の安全性維持の観点から経年変化事象の進展状況を評価した

結果、これまで実施してきた保全の継続、前回策定した長期保全計画の実施およびその改善により対応が可

能であり妥当であることを確認した。 

 

４．長期保全計画の策定 

 

今回抽出した着目すべき経年変化事象は、高経年化の観点から当社加工施設の安全・安定運転を長期的に

維持するために重要なものと位置付け、そのために、これらの経年変化事象の進展状況をより正確に把握し、

予防保全をより充実させることが重要であると考える。 

以上の認識のもと、評価結果に基づき抽出された追加保全策及び現状保全の実施項目を取り纏めたものを

図４に示す。計画策定にあたっては、本評価結果に基づき、経年変化事象の進展状況から必要な項目、実施頻

度を定め、今後１０年間における追加保全策として実施すべき時期を定めた。 

これら、追加保全策の実施にあたっては、その結果を評価し、その評価結果に基づき策定された保全計画

が適切かどうか判断し、必要に応じてその計画を改定するものとする。 

  また、図５に追加保全策についてその項目及び実施時期定めた長期保全計画を示す。 

  

５．総合評価 

 

高経年化に対する技術的な評価結果から、評価対象建物、機械設備、電気計装設備及び付帯設備について

は、現状の保全（前回策定した長期保全計画を含む。）を継続することにより、長期健全性が確保されること

が確認された。 

 

６．今後の取り組み 

 

策定した長期保全計画については、具体的には年度毎の保全計画策定時に反映させるとともに、保安品質

保証計画書の中で、定められた保守管理等の標準書、要領書に基づき毎年度自主的な評価を確実に実施し、

その結果により、今回策定した設備・機器等の点検、補修等の実施時期、内容または新たな保全策の必要性に

ついて見直し、次年度へ反映させていくこととなる。これらのことにより、高経年化対策に関する活動を通

じて、今後とも施設の安全性・信頼性のなお一層の向上に取り組んで行く。 

 

 

 

 

 

 

建 物 

静的機器 

加熱炉 

回転・動力機器 

構築物 

電気・計測設備 
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加工施設の定期的な評価(経年変化に関する技術的な評価)の評価結果について（概要版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 現状保全と追加保全策一覧 

 

 

 

 

図５ 長期保全計画（長期施設管理方針） 

 

 

 


